
     

議案第７７号 

 

   北播磨広域定住自立圏形成協定の一部変更について 

 

定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日総行応第３９号総務事務次官通知）に

基づき、加西市及び加東市と多可町との間において締結した北播磨定住自立圏形成協定の一

部を変更する協定を別紙のとおり締結することについて、加西市議会基本条例（平成２２年

加西市条例第１４号）第１１条の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和元年１２月２日提出 

 

                         加西市長 西 村 和 平     



     

北播磨広域定住自立圏形成協定の一部を変更する協定書（案） 

 

加西市及び加東市（以下これらを「甲」という。）と多可町（以下「乙」という。）は、平

成２７年１０月５日に締結した北播磨広域定住自立圏形成協定の一部を次のとおり変更する

協定を締結する。 

 

 別表第１から別表第３までを次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

 

生活機能の強化に係る政策分野 

 

１ 医療 

(1) 医療体制の確保 

取組内容 

・公立病院間の医師の相互応援、病院と診療所等との病診連携など、

地域医療連携等の推進により、圏域内医療体制の維持・充実を図る。 

・看護師の育成・確保のため、播磨内陸医務事業組合を運営する。

あわせて、今後の運営のあり方を検討する。 

甲の役割 

・乙と連携し、医師の相互応援など、地域医療連携等に係る取組を

行う。 

・乙と協議した負担割合に従い、播磨内陸医務事業組合の運営に必

要な経費を負担する。あわせて、今後の運営のあり方について検討・

協議する。 

乙の役割 

・甲と連携し、医師の相互応援など、地域医療連携等に係る取組を

行う。 

・甲と協議した負担割合に従い、播磨内陸医務事業組合の運営に必

要な経費を負担する。あわせて、今後の運営のあり方について検討・

協議する。 

 

(2) 医療連携の強化 

取組内容 
・圏域内の地域医療サービスの向上のため、関係公立（公的）病院



     

における地域医療連携室の職員のスキルアップ及び連携機能の強化

を図る。 

・医師の障害児相談センター等への応援など、障がい児者及び高齢

者等に対する医療と保健福祉の広域連携を強化し、広域的な支援体

制の充実を図る。 

甲の役割 

・乙と連携し、医療圏域内における役割分担の下、地域医療連携室

の連携強化等を図る。 

・乙と連携し、障害児相談センター等への医師応援などにより、医

療と保健福祉の連携強化を推進する。 

乙の役割 

・甲と連携し、医療圏域内における役割分担の下、地域医療連携室

の連携強化等を図る。 

・甲と連携し、障害児相談センター等への医師応援などにより、医

療と保健福祉の連携強化を推進する。 

 

２ 福祉 

  (1) 子育て支援の充実 

取組内容 
児童虐待防止のための施策の実施等により、子育て世代に対する支

援体制の充実及び強化を図る。 

甲の役割 
児童虐待防止のための施策の実施など、子育て支援の充実等に必要

な取組を行う。 

乙の役割 甲が実施する児童虐待防止のための施策を推進する。 

 

  (2) 権利擁護・成年後見事務の効率化及び体制強化 

取組内容 
権利擁護・成年後見事務の広域化の手法及び可能性について調査・

研究し、当該事務の効率化及び体制強化を推進する。 

甲の役割 
乙と連携し、権利擁護・成年後見事務の共同実施について調査・研

究し、必要な取組を推進する。 

乙の役割 
甲と連携し、権利擁護・成年後見事務の共同実施について調査・研

究し、必要な取組を推進する。 

 



     

３ 教育 

(1) 文化・スポーツの振興 

取組内容 

文化及びスポーツの振興を図るため、各種公共施設の相互利用等の

広域的な利活用を推進するとともに、文化・スポーツ事業を通して

圏域住民の交流等を促進する。 

甲の役割 
乙と連携し、各種公共施設の相互利用等に係るサービスを提供する

とともに、文化・スポーツ事業等を実施する。 

乙の役割 
甲と連携し、各種公共施設の相互利用等に係るサービスを提供する

とともに、文化・スポーツ事業等の実施に協力する。 

  

(2) 質の高い教育環境の整備 

取組内容 
圏域内の教員の資質向上等のため、兵庫教育大学との連携強化を図

る。 

甲の役割 
乙と連携し、兵庫教育大学との連携講座事業等の実施に必要な取組

を行う。 

乙の役割 
甲と連携し、兵庫教育大学との連携講座事業等の実施に必要な取組

を行う。 

 

４ 産業振興 

 (1) 地域資源のブランド化 

取組内容 圏域内における地域資源のブランド化に資する取組を推進する。 

甲の役割 公益財団法人北播磨地場産業開発機構の運営に関する支援を行う。 

乙の役割 公益財団法人北播磨地場産業開発機構の運営に関する支援を行う。 

 

(2) 創業支援の推進 

取組内容 

圏域における経済の活性化及び雇用の促進を図るため、創業支援等

事業者との連携により、圏域内の創業希望者に対し実施する、創業

塾、創業セミナー等の創業支援等事業の相互連携を推進する。 



     

甲の役割 
乙及び創業支援等事業者と連携して、総合的な創業支援体制整備等

に必要な取組を行う。 

乙の役割 
甲及び創業支援等事業者と連携して、総合的な創業支援体制整備等

に必要な取組を行う。 

 

５ 生活 

(1) 広域防災体制の整備強化 

取組内容 

・災害時における広域的な応援体制等の連携整備などにより、防災

機能を強化する。 

・北はりま消防組合の体制強化により、消防・救急業務の更なる充

実を図る。 

甲の役割 

・乙と連携し、防災機能強化に向けた協議及び検討を行い、応援体

制の構築等に必要な取組を推進する。 

・乙と協議した負担割合に従い、北はりま消防組合の運営に必要な

経費を負担し、消防・救急業務の更なる充実を図る。 

乙の役割 

・甲と連携し、防災機能強化のための応援体制の構築等に必要な取

組を推進する。 

・甲と協議した負担割合に従い、北はりま消防組合の運営に必要な

経費を負担し、消防・救急業務の更なる充実を図る。 

 

(2) 環境・エネルギー対策の推進 

取組内容 
環境・エネルギー対策として、ＣＯ２の削減及び循環型社会の構築に

向けた事業を推進する。 

甲の役割 乙と連携し、環境・エネルギー対策に係る事業に必要な取組を行う。 

乙の役割 甲と連携し、環境・エネルギー対策に係る事業に必要な取組を行う。 

 

(3) 住民相談窓口の相互利用等 

取組内容 
圏域住民の安全・安心な暮らしを守るとともに、利便性の向上を図

るため、住民相談窓口等の相互連携を推進する。 



     

甲の役割 
相談機能の強化を図るとともに、相談窓口等の相互連携の体制を整

える。 

乙の役割 
甲が行う相談機能の強化及び相談窓口等の相互連携体制の整備に必

要な取組を推進する。 

 

(4) 健康事業等の広域連携 

取組内容 広域的な健康事業等を推進し、圏域住民の健康づくりを促進する。 

甲の役割 乙と連携し、健康事業等の広域連携に必要な取組を行う。 

乙の役割 甲と連携し、健康事業等の広域連携に必要な取組を行う。 

 

別表第２（第３条関係） 

 

結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

 

１ 地域公共交通 

(1) 地域公共交通の広域連携 

取組内容 

圏域内の路線の再編・維持に取り組むとともに、定額運賃制度の導

入等について調査・研究することにより、日常の生活圏の拡大及び

利便性の向上を図る。 

甲の役割 
乙と連携し、交通事業者、相互の地域関係住民等の意見を調整し、

広域連携に必要な取組を行う。 

乙の役割 
甲と連携し、交通事業者、相互の地域関係住民等の意見を調整し、

広域連携に必要な取組を行う。 

 

２ ＩＣＴインフラの整備 

(1) 自治体情報システムの効率化 

取組内容 
ＩＣＴを活用したシステムの導入について調査・研究し、新たな住

民サービスの構築、業務の効率化等を推進する。 



     

甲の役割 
乙と連携し、情報等を収集・共有するとともに、ＩＣＴを活用した

新たな住民サービスの構築等に必要な取組を行う。 

乙の役割 
甲と連携し、情報等を収集・共有するとともに、ＩＣＴを活用した

新たな住民サービスの構築等に必要な取組を行う。 

 

３ 交通インフラの整備 

(1) 広域幹線道路の整備促進 

取組内容 圏域における広域幹線道路の整備を促進する。 

甲の役割 乙と連携し、整備促進に必要な取組を行う。 

乙の役割 甲と連携し、整備促進に必要な取組を行う。 

 

４ 地域内外の住民との交流・移住促進 

(1) 観光資源の開発 

取組内容 圏域内の観光資源を活用した取組により、広域的な交流を促進する。 

甲の役割 乙と連携し、観光情報の発信、誘客活動等に取り組む。 

乙の役割 甲と連携し、観光情報の発信、誘客活動等に取り組む。 

 

別表第３（第３条関係） 

 

圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

 

１ 中心市等における人材の育成及び外部からの人材の確保 

(1) 人材の育成及び確保 

取組内容 

・圏域内における職員の能力、資質等の向上を図るため、合同研修

を実施するとともに、職員の相互交流の推進に向けて職種・業務単

位での意見交換会を行う。 



     

・行政委員会等の機関の共同設置に向けた取組を推進する。 

甲の役割 

・乙と連携し、圏域で実施することが効果的な職員向け研修を実施

するとともに、意見交換会など、職員の相互交流の推進に資する取

組を行う。 

・乙と連携し、行政委員会等の共同設置に必要な取組を推進する。 

乙の役割 

・甲と連携し、圏域で実施することが効果的な職員向け研修を実施

するとともに、意見交換会など、職員の相互交流の推進に資する取

組を行う。 

・甲と連携し、行政委員会等の共同設置に必要な取組を推進する。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自そ

の１通を保有する。 

 

  令和元年  月  日 

 

  甲 加西市北条町横尾１０００番地 

 

    加西市 

 

    加西市長 西 村 和 平 

 

 

    加東市社５０番地 

 

    加東市 

 

    加東市長 安 田 正 義 

 

 

乙 多可郡多可町中区中村町１２３番地  
    多可町  
    多可町長 吉 田 一 四 



（審議資料） 

 

定住自立圏構想推進要綱（平成 20年 12月 26日総行応第 39号総務事務次官通知）

に基づき、平成 27 年 10 月 5 日に加西市及び加東市と多可町との間において締結し

た北播磨広域定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結することについて、

加西市議会基本条例（平成 22 年加西市条例第 14 号）第 11 条の規定により、議会の

議決を求めるもの。 

【概要】 

（１）取組事項の追加 

   ・権利擁護、成年後見事務の効率化及び体制強化 

・健康事業等の広域連携 

（２）取組事項の削除 

   ・都市機能の連携強化 

・鳥獣被害防止対策の推進 

・水道事業の広域連携 

・税務情報整備の広域化 

（３）その他所要の文言変更 
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